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は じめ に

最近企業 の危機 を呼ぶ リス ク事件 や米 国ニュー ヨー クのテロの ような国家 の威信

にかかわ る社 会的大事件が多 く発生 し、マスコ ミでは リス ク管理、危機管理が十分

でない とい うような批判 がな されている。

これ らの事件以来 リス ク管理、危機管理 について世間の関心 も極めて高 くなって

いる。 しか しリス クや危機管理の必 要性 を説 く論議 にはやや もす る と大衆 に危機感

を煽 り、断片 的な リス ク対策の処 方箋 を出す便宜的 な ものやいわゆるハ ウツー もの

が多 く、 リス ク対策の全体像やあ るべ き対策の根本的姿勢が示 されていない。

この ような時代 の背景 の もとで、神奈 川大学の経営学部 国際経営研 究所 において

リス クマ ネジメ ン トの共 同研 究 プロジェク トが平成13年 度 に発 足 した。 そ して各 専

門 の研 究 分野か らビジネス リス ク ・危機管理 の問題 を分析 し問題解決への処方 を示

そ う と試 み る ことにな った。 この共同研 究 は 目下各研 究員 に よ り進行 中であ るが、

これ までの研 究の 中間報告 と して、筆者は さきに小論 を発表 した。 それはこの よう

な危機感 に立 って、現在 の リス ク ・危機 管理論 の問題点 を論 じ、具体的 リス ク対策

についての私案 を提 示 しようと試み た もので、筆者の 「リス クマ ネジメ ン ト危機管

理序説 一 リスク ・危機管理方法論の問題 と提言 一(神 奈 川大 学経 営 学 部 「国 際経 営

論 集 」 第23号(2002年3月)と い う論 文 で あ る。 そ の続 篇 にあ た るもの と して、 こ

の小論 を この国際経営 フ ォー ラムに発表す るものである。

1国 際取 引に と もな うビジネス リス ク

国際取引 といって もそれは千差万別であ る。その業種 も製造、販売 、金融、役務

な ど様 々であ り、 それ らにと もな うビジネス リス クも多様であ る。 リス ク ・危機 の
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発生が直接又は間接 に関係する業態又は部門は次の ように大 きく6分 類できる。

①製造

②販売 ・営業

③財務 ・金融

④人事 ・労務

⑤役員

⑥経営

以下に各部門について生ずるリスクを説明 しよう。

①製造 … 他人の工業所有権の侵害、工場 ・設備の爆発、油流出 ・臭気発生等

環境破壊、操業停止、原料供給ルー トの停止、疫病 による人 ・物流の停止

②販売 ・営業 … 欠陥商品の販売 によるPL問 題、有毒成分混入 の食品販売、

市場不況 ・崩壊、販売 ・営業活動継続の不可能、中止、代金回収の不可能、取引先

の倒産

③財務 ・金融 … 融資ス トップ、資金 ショー ト、公共工事の履行保証枠拡大、

担保価値の下落、為替相場の変動、従業員の無断投機取引、収益の低下

④人事 ・労務 … 労働問題、ス トライキ、 リス トラ、人事整理の問題、職場秩

序の問題(無 断欠勤の増加等)、 従業員の退職増、募集の困難、外国人労働者問題、

男女差別、セクシュアル ・ハ ラスメン ト、中堅 ・上級幹部の対立、スタッフ造反、

従業員の不正行為(横 領背任)、 事故増加

⑤役員 … 社長、取締役の経営責任(代 表訴訟)、 役員間の対立、抗争

⑥経営 … 法務、行政、情報等経営全体の問題で上記分類 に含 まれない もの。

例えば、コンプライアンス違反による責任、政府による業務許可取 り消 し等、新規

事業開始の失敗、海外事業進出の失敗、M&Aを しかけられての紛争、投資の失敗、

情報セキュリティや情報化への対応の遅れ、産業スパイ事件、秘密漏洩事件、デー

タ流出、知的財産権 に関する紛争、米国等での訴訟

2国 際取引と契約の関係

世の中で一般に取引 といわれるものは、取引の当事者が金銭や商品や役務(サ ー

ビス)を 求めて交渉 して契約 を成立 させることである。金や物品が動 くとき、正常

な取引では法律的にみる と契約があるのが普通である。(仮 に契約なしに物品の移

動があれば犯罪は別 として、法律上の根拠なしに動いたものであ り不当利得や事務

管理 というような別の法律的仕組みによって清算 される。)
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従って、契約は取引の表現形式である。上記のビジネスの6部 門も、対外的に関

係するとき(購 入、販売、雇用など)原 則 として契約 という形式 をとる取引 となる。

取引内容は、取引を望む当事者の意思が交錯 し当事者の交渉で決まる。契約は従っ

て一方の都合で決まることは少な く、当事者の妥協の産物である。契約が成立 し発

効すると、当事者に対 し契約条項に従って履行すべ き権利義務が発生する。当事者

の真意 と異なった契約表現 となっているときは錯誤の問題 となる。

ついで契約内容に従って履行がなされる段階になるが、内容通 り履行 されないこ

とが しば しばある。それが契約の債務不履行、契約違反である。この不履行に対 し

て、履行義務 を負 う当事者の側に非難 されるべ き責任がある場合、その当事者 に契

約違反の リスクを負わせる。不履行の原因の中には不可抗力 ともいえる、 どちらの

当事者の責任 も問えない性質の もの もある。 しか し、不履行の事実は生 じたのであ

るから、この リスクはいずれかの当事者が負わねばならない。このリスクへの対処

は重要であ り、その場合の対策が契約 に規定 されていればそれに従 う。それがない

とき、当事者の交渉が再び必要になることが多 く、当事者の権利義務の変更を招 く

困難な事態 となる。

このように取引は資本主義のもとでは原則 として契約によってなされるか らビジ

ネスリスクは契約の中に含まれている。 リスクとして予想することのできるもの も

あるし、ハザー ドとして リスクとは予想 しにくい ものもある。契約の中にひそむリ

スクを見抜 くというのは難 しいことが多い。それでも国内取引では色々痛い目にあ

うのを目撃する例 も多いので見抜 くことはで き易い。 しか し国際取引ともなると慣

れていないことが多 く、国際契約の リスクを見抜 くのは一段 と難 しい。

以下に国際契約のリスクについて契約の成立、履行、終了という段階にそって各

論的に検討する。

3国 際契約の リスク

(1)国 際契約の種類と一般条項

国際契約 と国内契約 との相違は、当事者(個 人又は法人)の 属する国が異なるか

どうかである。そ して国際契約 も取引の種類によって契約の内容 も形態 も違って く

るので、劃一的に問題 を論ずることはできない。特にビジネス リスクとの関連で生

ずる問題 は多様で複雑である。

そこでまず国際契約にはどのような種類があるのか見てみよう。
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① 貿易(商 取引)契 約

② 運送契約

③ ローン(融 資)契 約

④ リース契約

⑤ 建設契約

⑥ プラン ト契約

⑦ 特許 ・技術 ライセンス契約

⑧ 商標ライセンス契約

⑨ 著作権ライセンス契約

⑩ 合弁(共 同事業)契 約

⑪ 共同研究開発契約

上記は日常眼にふれるものであるが、この他 にも多 くあ り、予想される取引類型

の数だけ異なった契約があるといって もよい位である。

それではこれら国際契約に共通するものはないのか といえば、かなりの共通 した

問題 とそれに対応する契約条項はある。上記のような多数の契約類型の中でも、基

本的なもの とそうでないもの とがある。前者のうち世の中で最 も広 く行われている

ものといえば国際売買(貿 易)契 約である。従って、その条項を検討すれば国際間

の諸 々の取引の基本的、典型的問題 に接することになる。そこで、国際売買契約の

中で も、特異な取引条項はさておいて、一般条項 といわれる条項 をとりあげ、そこ

にひそむリスクを重点的に検討することとしたい。

(2)契 約成立の リスク

(a)契 約の成立と発効の違い

契約は効力を生 じたときか ら契約当事者を拘束 し、契約上の権利 ・義務が生 じる。

この効力の生ずる日が契約の発効 日であ り、明確でなければならない。いつか ら契

約が発効 したのか不明だった りあやふやでは問題が生 じる。

さて契約の発効 は当事者の発効 日についての合意によって生ずるのが原則であ

る。発効が政府の許認可を要するというような場合は合意だけでは発効 しない。ま

た、当事者が発効 日を署名 日でな く別のある事実の発生にかからせ ることがある。

これを条件 というが、条件 には条件事実が発生するまで契約の効力が生 じない もの

(停止条件)と 、条件事実が発生す ると効力が失われるもの(解 除条件)が あ り、

成立の問題のときは停止条件の場合である。停止条件の場合はいつ条件事実が生 じ
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たかが曖昧なことがあ り、その ときは発効 日も曖昧 となる。例えば資本の頭金の一

部が振 り込 まれたとき、本社の取締役会の承認や或いは法律顧問、弁護士の承認を

得たときという場合、その承認を得 られないと契約は発効 しない。 また、承認手続

をとることを義務づけられている当事者 に対 し、相手方は承認 を得 られなかったこ

とを理由に損害賠償 を請求することがあ り、訴訟になった例 もある。契約の不発効

はその当事者にとっての リスクである。

では停止条件付の契約は発効 までは何の役 にも立たない契約なのか。通常は当事

者の署名な り捺印により契約書の形式 として完成 しているか ら、契約は成立 してい

る。成立 しているものは契約の不存在 とは異 なる。不存在なら契約はないもの とし

て無視できる。未発効の ときは当事者 を拘束する権利義務が未発生である。未発効

だが成立 した契約には法律上看過できない効果や リスクがある。例えば、わざと発

効 させなかったというクレームがつけられた り、そのことで紛争が生 じたときの裁

判の管轄権や準拠法 を決定するときは成立 している契約 を前提にいかなる法律 を適

用するかを考えることになろう。

(b)許 認可の問題

合弁契約などで、投資先の政府の許認可 を必要 とする例が多い。許認可を得 るこ

とが投資先国の当事者側の義務 とされるのが通常であるが、許認可 を意図的にとろ

うとしなかったりするときはその義務違反 となる。許認可が有効条件であるときは

契約は発効 しない。その場合のリスクはいずれの当事者が負 うのか、経費や損害が

あるときの負担者はいずれの当事者か。この点が契約上規定 されていなければ紛争

が生 じよう。その リスク対策を契約中に講 じておかなければならない。

(c)書 面と口頭による契約の効力

我国では契約は原則 として書面に しな くとも有効である。これには例外がある。

(例えば書面によらない贈与契約は取 り消すことがで きる。)し かし外国の法制は我

国 と同 じとは限 らない。書面 によらない契約は有効でないとする外国 もかな りあ り、

こうした要式行為 を有効の要件 とする所では日本的考えで処理すると契約は無効 と

なるというリスクがある。 また口頭契約 は仮 に有効で も曖昧 さの欠点があるので、

誤解や紛争を防 ぐため契約書面 を作 ることは紛争 リスク防止の上からも有益なこと

で、国際取引では必須である。

「契約書」 という題名のない書面、例 えば覚書 とか念書 という題 目の文書は契約

書でないと思う人がわ りと多い。 しか し、契約は題名によるのでな く、内容による

のであって、ある程度の詳 しさで当事者の権利義務が規定 されていればその文書は
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契 約 書 とみ な さ れ る。 外 国 と の 取 引 で も、Agreernentと かContractと い う タ イ トル

で な く、Memorandumと かLetterofIntentと い う手 紙 形 式 で も契 約 とみ な され る こ

とが あ る か ら、 十 分 注 意 しな け れ ば な ら な い 。

(3)契 約履行の リスク

契約が当事者の交渉でまとまり発効する。それは取引交渉の終 りでなく本当の始

まりである。内容通 り履行 されるかどうかが最 も重要なことである。履行 されない

可能性 と履行 されないときの対策を考慮 して予防対策 を規定 してお くこと、それが

履行の リスク対策である。

(a)契 約条項の中で、履行上問題 となりそうなリスクには予見できるものと予見の

で きない ものがある。予見で きるリスクとは、例えば為替 リスクとかインフレリス

クというような十分将来起こ りうると予見 されるリスクである。これらは価格交渉

の際にどちらの当事者が リスクを負担するか、リスク分担割合 をどうするかを決定

することのできる ものである。履行上生 じる可能性のあるリスクを事前 に網羅 し、

交渉の場でリスク負担を決定 してお くことが必要である。これらが契約締結上大 き

なネ ックとなって中々契約成立に至 らない場合 もある。そのような場合契約 中にわ

ざと規定 しないでお くこともある。その場合は、規定 しないために将来万一 リスク

が実現 したとき、 どちらがどの程度不利益 を受けるかというリスクを較量 し予想 し

てお く必要がある。

(b)予 見できないリスクとは、例えば建設現場の異常 な岩盤や地質 とか隠れた埋蔵

物の存在など予想 しえないリスクである。請負工事では、請負業者に熟知義務あ り

とされることが多いが、実際は現場の完全 な実地情報 を入手することは困難なこと

が多 く、その とき予想だに していない困難が発生するときの リスクにどう対処する

か とい う問題がある。発注者の提供 した情報の不完全や誤 りに起因するとき、どの

程度までリスクの責任 を発注者に負わせ ることがで きるかという問題 もある。地震、

戦争のような不可抗力 といわれる予見で きないリスクもあるが、これらは当事者に

責任がないとされることが多い。それについては不可抗力の問題 として考察する。

(c)不 可抗力 に基づ くリスクとは、天災地変のような全 く予見 もできないもの、国

家の法律や裁判所の命令のような発生はあ りうるが予見できない もの、ス トライキ

などのような全 く予見で きないことではないが、当事者の支配 しえない事由に起因

する リス クである。これは契約当事者の責任 とすることはできないもの として契約

上 も明記 されることが多い。また明記 されていない場合でも法解釈で相手方に損害
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賠償請求はできない とされることが通常である。その対策 としては、契約内容に対

応 して保険な り下請会社への転嫁 なり色々なリスク回避の方法 を予め講 じてお くこ

とが必要である。

(4)契 約終了の リスク

当事者の合意による契約の円満な終了は望 ましいが、必ず しも円満に終 らせるこ

とができないことが多い。特 に長期間にわたる継続的契約(代 理店契約、長期供給

契約、合弁契約、技術援助契約、賃貸借契約、ローン契約など)の 終了などでは紛

争になることが多 く、終了の リスクは大 きな問題である。

契約の終了する場合 としては契約期間の満了 と中途終了 とあ り、後者には契約違

反等を理由 とする契約解除と合意による解約 とある。

契約の期間を定める条項には、当初ある程度短い期間を定めておいて当事者に異

議なきときは自動更新 とす ることが多い。その場合何の問題 もなく長期間継続 した

後に更新拒絶 されると、その拒絶には正当な理由がないという紛争が しば しば生ず

る。また国際的代理店契約 は、開発途上国などでは特別法 を制定 して一方的な中途

解約を制限 している例があるので、契約 を締結する段階で予めその点を検討 してお

かなければならない。

合弁契約の場合はもっと複雑である。契約条項では、外国投資家が中途解約 し、

あるいは持分株式 を転売 して投資先国より撤退する方法が定められていることが多

いが、中国の例 などでは、実際撤退することに対 し相手方が異議 を唱えると契約 ど

お り順調に撤退手続が進 まないことが多い。撤退に中国政府の認可を要するとい う

規定があるときは認可を得 られないで撤退をあ きらめざるをえないことがある。 ま

た撤退が法律的に不可能 とい う場合でな くとも、事実上あるいは理由を設けて撤退

が困難にさせ られることもある。その場合はやむなく契約には規定 されていない清

算金、賠償金、持分買取金を支払 う羽目になるのである。これは大 きなビジネスリ

スクであ り、深慮遠謀の対策が必要である。

(5)紛 争の リスク

契約の不履行のとき当事者間で履行を求めて交渉 し協議 し、遂には訴訟になる。

不履行以外にも、契約の解釈上見解の相違や異なった主張が生ずる。

国際契約では国内契約 とは異なる問題があるためこうした紛争が多い。そこでそ

れ らを予め防 ぐための規定や紛争手続の明確な規定 を合意 してお くことが必要であ
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る。それに よ り紛争 自体 の防止 と紛争 の速 かな解決 に役立つ。

この ような規定 は紛争 解決条項 といい、a.準 拠 法 、b .使 用 言 語 、c.裁 判 管 轄 、

d.仲 裁 、e.合 意 の全 体 条項 、f.譲 渡 不 可 、g.通 知 な どの条 項 で あ る。 これ らの

う ちaか らdま で の条 項 につ き以 下 に契 約 リス クとい う観点 か ら説明す る。

(a)準 拠法

契約当事者の一方が 日本、他方が米国や中国という外国の とき、契約の解釈は日

本法で行 うのか、他方の外国法で行 うのかという問題がある。契約の履行に際 しま

た紛争 に際 しどちらの国の法律 によるかで、損害賠償の額や時効や請求の手続 など

に大 きな違いがあることがある。そこで有利 と思える国の法律か、熟知 していて依

拠するのに安心感のある自国法 を援用 しようとするのが通常である。契約の履行 に

適用 される法律や契約の解釈が準拠する法律 を準拠法 という。 この準拠法は自動的

に裁判所が決定するのではない。これを契約中に規定 しておけばそれに従 うことに

な り、規定 されていないときは、国際私法という学問によって決定の基準、方針 と

されているところに従って決定 される。この準拠法 を決定するのは紛争 を裁判する

裁判所であるが、単純に決め られるものではな く、複雑であ り、それを決定するの

も容易でない。それで準拠法 について予 め合意 して契約に規定 してお くべ きであ

る。

それから一番誤解を招 き易いことであるが、裁判 をする裁判所の国の法律(例 え

ば日本の裁判所なら日本法)が 自動的にその事件 についての準拠法になるのではな

い。 これは区別 して考えなければならない。

各人が自国の法律 を有利 と考えるため対立することも多 く交渉には時間がかかる

ことが多い。後 日の無益な主張の対立を防 ぎ、また自分の側にとって不利益な法の

適用 を受けるというリスクを防止するために、有利な準拠法を定めるように してお

くべ きである。いずれの国の準拠法が自分にとって有利であるかは、法律専門家の

意見 を徴すべ きものである。

(b)使 用言語

契約書に使用する言語 として、どちらの当事者の国の言語 を用いるか、あるいは

一般的に広 く用い られている英語 を用いるかは重要な問題である
。我 々は契約の交

渉にあたり、実はある言語 を用いて交渉 しているのであ り、最終的にそれで文章化

する。法律的効果や問題点 もその言語の もつ意味を前提 としている。
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英文のときは英米法 といわれる法体系の法律術語 を前提 として理解 してお り、ま

た理解すべ きものである。それを例えば日本人はその法律英語を簡単 に和訳 した日

本語表現に置 き換えて、その 日本語 を使って日本側関係者で理解 し合って対案等を

練る。そのためその英語の もつ意味が法律的に正 しい意味で理解 されないまま、表

面上簡単に訳 された日本語の意味 とす りかえられている恐れがある。そこに食い違

いや誤解が生 じひいては後 に大 きな紛議 を引 き起こすリスクがひそんでいる。

それを防 ぐには、できるだけ自国の言語を契約書用語にするように主張 し、それ

がかなわないときは両国語 に精通 した人の通訳、翻訳な りの協力 を得て誤解を防 ぐ

ようにしなければならない。単に普通の英語ができるという通訳ではな く、両国の

法律 に通 じた専門家が望ましい。

(c)裁 判管轄

紛争 を訴訟で解決せざるをえないとき、例えば日本で裁判するかニューヨーク州

で裁判するかは当事者にとって勝負 を分ける程の大 きな問題である。米国は訴訟国

家 といわれる程弁護士が多 く何で も裁判にする傾向の強い国であ り、 しか も世界で

も稀 な陪審制度 を とるため判決額 も予想 もつかない巨額な ものとなる例 も多い。

PL訴 訟 などのリスクを考える と日本企業 としては米国を裁判地 とすることに対 し

ては十分慎重でなければならない。契約上の紛争解決のために、裁判管轄の土地 と

裁判所 を予め契約で決定 してお くことが大切である。米国の契約書は米国弁護士の

強い要求 もあって米国の州 を裁判地 とする例が多い。しか し、日本の企業にとって、

それは著 しく不利なことであるか ら、 日本側 としては裁判管轄地 として強 く日本 を

主張すべ きである、そのため激 しい交渉が行われることが多いが、この問題 は国際

契約上最重要な条項 と心得 るべ きものである。

(d)仲 裁

契約に関連する紛争を伸裁 により解決するという条項 もよく用いられる。仲裁は、

裁判制度に代る紛争解決方法であるか ら、仲裁 による場合は仲裁判断は最終的に当

事者を法律上拘束するものであ り、それを改めて裁判所で審理 し直す道はない。

つまり裁判によるか仲裁によるかは二者択一の紛争解決方法であ り、両方 を契約

書 に書 くのは矛盾であ り誤 りである。この点 よく理解 していない契約書 も散見する

が、留意すべ きことである。

仲裁条項では、仲裁機関 と仲裁規則の名前 を明記 しな くてはならない。「パ リに
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本部のある国際商業会議所(ICC)の 仲裁規則に従 う」 とか 「日本の国際商事仲裁

協会の仲裁規則に従 う」 とか、「米国仲裁協会(AAA)の 仲裁規則 に従 う」 とかは

っきり書 く。そ して、できれば仲裁地として、自国の十地(日 本企業であれば東京

というように)を 明記すべ きである。一般的にいって米国や中国では不利である。

どうして も仲裁地について意見が対立するときは被告地主義にするのが よい、つま

り仲裁 を起 こす相手方(被 告側、被申立人側)の 住所地を仲裁地 とするのである。

そ うしておけば、米国側が日本企業 を訴えて仲裁 を提起 しようとするときは 日本国

内 となるから米国内での手続 に引 き込 まれないですむ。 これは大 きなリスクの回避

策である。

以上
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